
Japanese Journal of Applied Psychology 
2006， Vol. 32， No. 1， 11-24 原著

組織機能阻害行動を規定する要因に関する研究1)

田中堅一郎*

Determinants of Organizational Dysfunctional 

Behaviors in ]apanese Organizations 

Ken'ichiro T ANAKA * 

Four main antecedents of organizational dysfunctional b巴havior(ODB) in Japanese organiza-
tions were investigated: organizational justice; personal factors; job stressors; and the lack of 
positive attitude regarding the organization. Four dimensions of ODB were also investigated 
serious dysfunctional behaviors in the job， such as damaging workplace property; sabotage， such 
as sending private emails during working hours; verbal harassment， such as speaking ill out of 
earshot of other employees; and verbal violence， such as arguing at work. Japanese employ巴es(η 
=326; mean age 37.8 years; 223 men， 103 women)， working for corporations in ]apan participated 
in the study by answ巴ringa specially designed questionnaire. Hierarchical regression analysis 
revealed that: (a) none of the antecedents had a consistent signiflcant effect on the four dimen-
sions of ODB; (b) job status， and trait of negativism predicted serious dysfunctional behaviors in 
the job; (c) sabotage was positively related to the actors' job status and tenure， negatively related 
to age and procedural justice; (d) verbal harassment was positively related to the actors' trait of 
resentment， and negatively related to procedural justice a仔ected;(e) higher job status， long 

tenure， and high degree of job str巴ssorsincreased verbal viol巴nce
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現在，日本企業における人事労務省:盟の実務者の

多くは職場の生産性や機能を阻害する いわゆる 「問

題社員」の対策に頭を悩ませている(例;松尾，

2003;吉田， 2003)。というのも，そうした行為に

よって企業活動に支障をきたすことがあるからであ

る。事務用品を「失敬」する程度ならまだしも，個

人情報のデータベースを従業員が勝手に持ち出すよ

うなことがあれば，情報管理責任に対する批判lが当

該企業の経営を逼迫させることになるだろう。ま
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た，対人的な配慮を欠いた暴言やiJl，誘も問題であ

る。たとえ当該行為者が気にしていない言動であ っ

てもそのことが戦場の対人関係の悪化を招き，そう

したことがl般場全体に波及して険悪な雰囲気になる

可能性もある CAnderson& Pearson， 1999)。さら

に問題なのは，職場で行われる暴言や誹誘に「模倣」

による増幅効果のあることである。つまり，職場で

のいじめや暴言を見聞きする機会が多い従業員ほ

と，自ら もそうした行動を起こしやすい (Robinson

& O'L巴ary-Kelly，1998)。
職場の機能低下を招く従業員の行動を表す用語に

はさまざまのものがあるが21，Griffin， O'Lealγ-

Kelly， & Collins (1998)による術語で，組織機能不

全行動 (organiza tional d ysfunctional beha v ior) 

は比較的多様な行動を網羅している。すなわち，組
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織機能不全行動とは， I従業員あるいはその集団に

よる，組織内の個人や集団あるいは組織自体に対し

て，よくない結果をもたらそうと意図された行為」

と定義される。そこで，本研究ではこの定義に相当

する職場や組織内で見られる従業員の行動を， I組

織機能阻害行動」と呼ぶこととする。

日本においても「問題社員」への対策について書

かれた書籍が次々と出版されており(例;松尾，

2003;吉田， 2003)，関心は集まっているのだが，

心理学的な研究対象としては認識されてこなかっ

た3)。だが辛うじて，田中 (2001)や田中 ・外 島

(2005)による組織機能を阻害する従業員の反社会

的行動についての基礎的研究がある。田中・外島

(2005)は，日本の組織の構成員を対象に，組織の機

能を阻害する反社会的な行動を測定するための組織

機能回害行動J尺度を作成し，その信頼性を検討し

た。因子分析の結果，組織機能阻害行動は 4つの下

位概念，すなわち業務への深刻な阻害行動，倉、業，

言語的嫌がらせ，言語的暴力から構成された。「業務

への深刻な阻害行動」とは，会社の器物を損壊した

り，故意に規則を曲げたりするといった職場の業務

や組織の運営に大きな影響の出かねない行為であ

る。「怠業」 とは，その名のとおり勤務中に私的な仕

事をしたり，仕事をせずに長話に興ずるといった行

為である。「言語的嫌がらせ」とは，特定の同僚との

会話を拒んだり，無視したりする行為を指す。「言語

的暴力」とは上司に口答えしたり，仕事上で誰かを

非難したり，失礼なことを言うといった行為を指し

2)組織の機能を低下させる従業員の行動は，反社会的

職務行動 (antisocialwork b巴havior;Giacalone & 
Green berg， 1997)， 職場での攻撃性(workplace
aggression; Baron & Neuman， 1996)， 1臨場の逸

JI見行動(workplacedeviance; Robinson & Bennett， 
1995)，組織報復行動 (organizationalr巴taliatory
beha vior; Skarlicki & Folger， 1997)，職場での不
作法(workplaceincivility; Anderson & Pearson， 
1999)，非生 産 的職務行動 (count巴rproductive
work behavior; Fox & Spector， 1999)，組織での
不正行為 (organizationalmisbehavior; Vardi & 
Weitz， 2004)等のさまざまなH手び方をされなが ら
数多くの研究が行われている。

3)ただし，組織や職場に限定しない日常生活全般に関

してならば，社会的迷惑(行為者が自己の欲求充足

を第ーに考えて他者に不快な感情を生起させるこ

と)の研究が吉田ら(吉田他， 1999;吉田・元吉 ・
北折， 2000)によ って行われている。

ている。

しかしながら，日本ではその後組織機能阻害行動

についての発展的な研究はほとんど見出せない。

組織機能阻害行動を規定する要因

さて，組織機能阻害行動を生起させる要因には何

が考えられるだろうか。組織機能阻害行動に闘する

展望論文によれば，組織機能|塩害行動の規定要因は

いくつかのカテコリ ーに分けられる。仔IJえば，

Vardi & Weitz (2004)では，規定要因は個人レベル

(パーソナリティ変数，職務満足感，組織コミ y トメ

ント，感情，ス トレス， 等)，地位レベル(職種， 1織

階， 等)，集団レベル(組織規範，リーターシ yプ ・

スタイル，等)，組織レベル(組織文化，組織風土)

の4つに区分されている。また Sackett& De Vore 

(2001)によれば，パーソナリティ変数，職務特性

(職務満足感を含む)，作業集団特性(組織コミット

メン卜を含む)，組織文化(組織風土，組織規範を含

む)，帝IJ御機構(組織の仕組みにかかわる要因)，不

公正(手続き的公正を含む)の 6つに区分されてい

る。

これまで行われた研究で見出されてきた規定要因

を，本研究では組織における公正，個人要因，職務

ス卜レ yサーとネガティブな感情や気分，組織への

肯定的な態度の欠如からなる 4つの側面からまと

めてみたい。

組織における公正 これは，厳密には組織における

「不公正」である。 Sackett& DeVore (2001)が述べ

ているように，組織機能回害行動の原因として最も

重要なものが，組織の制度や処遇に対する不公正感

である。この考え方の基本は社会的交換理論に基つ

いている。すなわち，ある従業員が同僚や雇用者あ

るいは組織に対してひどい仕打ちを行うのは，彼が

それ以前に経験した不公正な処遇の耐え難さを補償

するための反応なのである。

例えば，職場での暴力行為が生じる原因の一つに

は，職場で日頃従業員が感じている不公正感がある

とされる (Folger& Baron， 1996)。従業員の窃盗

も，従業員が組織の所有物を私物化した り盗んだり

1ることで，職場での給与や待遇の悪さによる不公

正感を補償するために起こるとされる (Hollinger

& Clark， 1983)。他にも，Aquino， Lewis， & Brad-

field (1999)は，組織の逸脱行動の最も強い予測変
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数が対人的公正であったことを示した。職場での怠

業の起こりやすさについても， Ambrose， Seab-

right， & Schminke (2002)によれば対人的公正を

欠いたときに起こりやす くなる こと を見出した。

Skarlicki & Folger (1997)は，分配的公正， 手続き

的公正，対人的公正ともに組織に対する報復行動に

対して負の効果を見出 した。この結果は，従業員が

職場で不公正だと感じていればいるほと，組織に対

する報復行動が起こりやすくなると評定したことを

示している。

個人要因 組織機能阻害行動を規定する個人要因は

多岐にわたるが，主として検討されているものは，

職務上の属性 (Iffll¥位，勤務年数， 等)を含む人口統

計的要因やノfーソナ リティ 要因である。

1. 人口統計的要因 人口統計的変数の及ほす影響

を検討することを主目的とする研究はあまり多くな

いが，Lau， Au， & Ho (2003)によるメタうH万によれ

ば，組織機能阻害行動は年齢が上がるに従って少な

くなることが見出されている。

2. パーソナリティ特性 組織機能阻害行動を起し

やすい人に性格的な特徴はあるのだろうか。きわめ

て素朴な疑問ではあるが，生起要因として検討され

たバーソナリティ特性はいくつかある。 まず，Sal-

gado (2002)はメタ分析の結果から，McGrae & 

Costa (1987)によるノマ ーソナリティをtllifixする

「ビy グ ・ファイフ」要因の誠実性が組織機能阻害

行動と有意な負の相関関係を見出している(同線な

結果は， Sackett & De Vore (2001)でも見出されて

いる)。

また，攻撃的ある いは怒り っぽい性機の人は組織

機能阻害行動を行いやすし、。 Fox& Spector (1999) 

によれば，性格特性としての怒りやすさと組織機能

回害行動には r=.50~.57 の相関係数が得られた。

攻撃性との有意な相関関係を示した他の研究には，

Douglas & Martinko (2001)， Fox， Spector， & 

Miles (2001)， Miles， Borman， Spector， & Fox 

(2002)， Penney， & Sp巴ctor(2002)がある。

機嫌が悪くなりがちな性格も関連があるかもしれ

なし、。ネカティフな感情(腹立たしい，イライラし

た，敵意のある，等)を感じやすい人は，全体的に

組織で反社会的を行いやすか った (Aquinoet al.， 

1999; Skarlicki， Folger， & Tesluk， 1999)。例えは，

組織機能阻害行動とネガティフな感情評定との相関

係数は， Fox & Spector (1999)では 1-=.32，Fox 

et al. (2001)では γ=.43，Penn巴y& Sp巴ctor(2002) 

ではァ=.31となり，中程度の相関関係が一貫して

iZZめられる。

また少し変わ ったところでは，ナルシシズムとの

関連を報告した研究もある。Penney& Spector 

(2002)の研究では，組織機能阻害行動とナルシシズ

ム尺度との聞に 1'=.31の有意な相関係数が報告さ

れている。

職務ストレッサーとネガティブな感情や気分 自分

の業務や職務のi遂行を制約するさまざまなス 卜レ ッ

サーが増大すれば，ネガティブな感情が高ま って，

最後には機能阻害行動が生 じる，とい うシナ リオ

(Fox & Spector， 1999)がすく思し、浮かぶ。

まず，感情や気分が社会行動に影響することは経

験的によく知られた事実である。社会的に好ましく

ない事態や物理的環境の悪化によって惑い気分がl喚

起され，そのことが暴力行為を起こしやすく世るこ

とは，すでに社会心埋学で確認されていた (Ander-

son & Anderson， 1984; Baron， Russell， & Arms， 

1985)0 Skarlにkiet al. (1999)は，従業員のポジ

ティブな気分は組織に対する報復行動を抑制する

が，ネガティフな気分は組織に対する報復行動を高

めることを示した。

Fox & Spector (1999)では，従業員の仕事上の制

約によるス卜レッサーが高いほど，組織機能阻害行

動が多くなることが見出された。 さらに Foxet al. 

(2001)によれば，仕事上の制約によるス 卜レyサー

に加えて，職務上の対人的葛藤の多いこと I般務遂

行上の自律性(自由裁量)が少ないことが，組織機

能阻害行動を増加させる。仕事上の制約によ るス 卜

レッサーとl職務上の対人的葛藤の効果については，

Penney & Spector (2005)によって追認されてい

る。それ以外に， Miles et al. (2002)では仕事量の過

剰l負荷が組織機能阻害行動に及ほす効果について検

討されたが，有意な影響力は見出されなかった。

組織への肯定的な態度の欠如 まず組織への宵定的

な態度要因として，職務満足感がある。仕事に不満

をも っている従業員は組織機能阻害行動を起しやす

い。 Lau，Au， & Ho (2003)によるメタ分析によれ

ば I服務満足感が低いほと、組織機能阻害行動が多く

なるという一貫した結果が見出された。

もう 一つ重要なのは，組織コミ y トメ ン卜であ
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る。例えば Johns(2002)によれば，従業員の退職意

向や遅刻は組織コミ y トメン 卜の低い従業員に多い

とされている。 Organ& Ryan (1999)のメタ分析に

よれば，従業員の組織への自発的行動(組織市民行

動)は組織コミ y トメント(特1こ情緒的コミッ トメ

ン卜)が高いほど行われやすいことが一貫して見出

されている。この結果の逆を考えれば，組織コミッ

トメントが低いほど組織機能阻害行動が行われやす

いと推測される。 Lehman& Simpson (1992)の研

究では，この予想どおり，組織コミ y トメン 卜が組

織機能阻害行動に対して有意な負の効果をもってい

fこ。

本研究の目的

前述したように，過去の研究から組織機能阻害行

動の代表的な規定要因は，組織における公正，パー

ソナリティ要因を含めた個人要因，職務ス トレy

サー，組織への肯定的な態度の欠如に区分できるだ

ろう。

本研究では，日本の組織における組織機能阻害行

動がこれらの区分のうちどの要因によって規定され

ているかを検討する。そこでこの 4つの区分に基っ

き，組織機能回害行動を規定するとみなされる要因

を，組織における公正，個人要因(人口統計的要因

とパーソナリティ要因).職務ス トレッサー， 職務満

足感と組織コミットメン 卜に限定する。

組織における公正は. Folger & Cropanzano 

(1998)等の見解に従って，分配的公正，手続き的公

正，対人的公正の 3側面からとらえる。分配的公正

とは，報酬の分配結果や決定事項についての正しさ

に対する個々の知覚であり.I結果の公正」と言い換

えられる。手続き的公正とは，結果が導かれるまで

の過程についての正しさに対する個々の知覚のこと

であり.I過程の公正」と言い換えられる。対人的公

正とは，結果に至るまでにどれだけ個人的な配慮や

誠意が示され，偏った対応をしていなかったかにつ

いての個々の知覚であり。「相互作用の公正」と言い

換えられる。

個人要因のうち人口統計的要因は，性別，年齢，

学歴，勤務年数，職階が取り上げられた。パーソブ

リティ要因として本研究では，ネガティビズム，恨

み，セルフ ・モニタリングが取り上げられた。ネガ

ティビズムと恨みは，攻撃性に関連するとされる

fーソナリティ特性である。ネガティビズムとは，

相手の支配に対して根強く反抗する人の特性であ

る。この特性が高い人は支配に対する受動的攻撃に

よって反応する傾向が強いとされる。恨みは，多く

の競争で敗北の苦汁をなめてきた人がもっ世の中に

対する強い恨み4)の感情である。 セルフ ・モニタ リ

ンクとは，人が自分の自己呈示や表出行動，または

非言語的な感情ー表出を自ら観察 ・統制できる程度と

Snyder (1979)によって定義された概念である。セ

ルフ ・モニタリングが高い人は，社会的状況に応じ

て自己表出を変えやすく対人的に柔軟な行動を示し

やすいため，相手備わず自己主張して対立しにくい

であろうし，職場でトラフルを起こしにくいであろ

つ。

組織への肯定的な態度のうち，組織コミ y トメン

トについては Meyer& Allen (1997)や高木(1997)

の区分に基づいた。すなわち，自分の所属する組織

に愛着をもっているので(好きだから，気に入って

いるから)所属し続けようとする意思である情緒的

コミットメン卜，組織が自分の求めているものを与

えてくれる限りにおいて所属 しようとする意思であ

る功利的コミ y トメン卜，組織を去ることが大きな

損失や負担を背負い込むことになることから組織に

居続けようとする意思のことである存続的コミット

メン卜の 3区分である。

方 去

手続き

本研究での調査内容は，組織機能阻害行動に関す

る項目がかなりを占めており，企業や組織のネカ

ティブな側面を評価することになるため，特定の企

業に調査票を直接委託して行うことが困難であっ

た。したがって，本研究では回答者の匿名性が確保

できる調査方法を用いることとした。調査は調査専

門企業へ委託した。調査手続きは以下のとおり .①

電子メールにより，委託した調査会社が所有するモ

ニター約 17万人のうち，現在会社や組織に勤務し

ている 20，880名に対して調査票への回答を依頼し

た。依頼に際しては. I職場での従業員の行動と心

理」に関する調査であること，回答済みの調査票を

4) resentmentの邦訳。日本では「ルサンチマン」と
フランス語読みされることがある。
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返送した回答者には漏れなく謝礼として 500円の

図書券を進呈する ことを告げた。なお，調査察に感

り込まれた項目のほとんどが本I!JI究で分析対象と

なった。②調査への回答を承諾した 326名に調査票

が郵送され，全員の回答が回収されて，分析の対象

となった。

回答者の属性 男性 223名，-9:.性 103。学歴;中学

卒(高校中退)4名，高校卒 106名，大学卒 193名，

大学院 ・修士諜程修了 19名，大学院 ・博士課程修

了3名，不明 3名。 l般階， 一般社員 166名，係長ク

ラス 79名，諜長クラス 51名，部長クラス 7名，局

長クラス以上4名，取締役 16名，不明 l名。平均

勤務年数 11.5年。平均年齢;37.8歳。

調査実施期間 2002年 12月より 2003年 l月ま

で。

調査項目

組織機能阻害行動 本研究では， I王l中 ・外島 (2005)

による組織機能回害行動尺度を用いた。この測定尺

度は， 4つの下位尺度(業務への深刻な阻害行動-

11項目(例;1会社や職場の共有物を壊して損害を

与えるJ，1故意に規則を曲げたり，T!I!ZったりするJ)，

怠業:4項目(例;1勤務中に私用で電子メールを使

用するJ)，言語的嫌がらせ・5項目(例;1職場の誰

かについて，本人のいないところで悪口を言うJ)，

言語的暴力 4項 目 (例;1仕事で誰かと口論す

るJ))から構成される。回答者は，すべての項目に

ついてこ こ最近の職場や勤務の様子を振り返って該

当する行為を行っていたかとうかを 「行おうと考え

たことはない (1点)J1行おうと考えたがやったこ

とはない (2点)J1一，二度行った (3点)J1数回

行った (4点)J1しば しば行った (5点)Jまでの 5

段階評価5)で評定した。

ネガティビズム尺度 本研究で用いられた尺度は

Buss & Durkee (1957)によ って作成され，8 J頁目

((7IJ; 1よほどうまく頼んでこなければ，人の頼みを

聞いてや らないJ)から構成される。なお，原文の英

語からの日本語訳はパス， A.H大説IJ(監訳)(1991) 

に準拠した。これらの項目は， 1全く当てはまらない

5)測定尺lJ[の項目によってはきわめて生起頻度が低い

と予想!されたので，評定尺l支の|村'会もそれに応じ

て，生起に至る以前の状態 「行おうと考えたことは

ないJ1行おうと考えたがや ったことはない」を加
えた。

(1 点)Jから 「非常に当てはまる (6点)Jまでの 6

段階で評定された。

恨み尺度 この尺度も Buss& Durkee (1957)に
よって作成され，8項目(例;1私は何度もチャンス

を逃がしたように思うJ)から構成される。なお，原

文の英語からの日本語訳はノ¥ス， A.H大山IJ (臨訳)

(1991)に準拠した。 これらの項目は， 1全く当ては

まらない (1点)Jから 「非常に当てはまる (6点)J

までの 6段階で評定された。

セルフ・モニタリング尺度 本研究で用い られたセ

ルフ ・モニタリング尺!支は， Lennox & Wolf 
(1984)による改訂版で，1他者行動への感受性」

(1目を見ることによ って，11寺々その人の本当の気持

ちを正1mに読みとることができる」等の 12項目)

と 「自己呈示変容能力J(1ある場面で何か他のこと

が求め られていることに気がつけば，それに応じて

自分の行動を変えていくことができる」等の 11項

目)の 2つの下位尺度から構成される。他者行動へ

の感受性とは，相手の表情の変化とい った表l:{j行動

に敏感で洞察力に富んでいる程度であり，自己呈示

変容能力とは，自分の行動を周りの状況に合わせて

コントロールできる程度を走、l床している。なお，1.京

文の英語か らの 日本語訳は岩淵 (1996)に従った。

これらの項目は，1全く当てはまらない (1点)Jか

ら「非常に当てはまる (6点)Jまでの 6段階で評定

されfこ。

職務ス卜レッサー尺度 島津 ・布施 ・種市 ・大橋 ・

小杉 (1997)によって作成されたストレス調査察の

中から，従業員が自らの職場の状況をどのように受

け止め，何についてとの程度負担を感じているのか

を把指;するス卜レ yサー尺度が用いられた。この尺

度は 28項目による 「過度の圧迫感J1役割不明瞭

性J1能力の欠如感J1過度の負担感」の4つの下位

尺度から構成されている。これらすべての項目は，

「全く当てはまらない(l点)Jから「よく 当てはま

る (4点)Jまでの 4段階で評定された。

組織における公正 (1 )分配的公正に関する項目 '

安達(1998)による職務満足感測定尺度の |ご位尺度

である 「給与」尺度 (6項目)のうちの 4項目が，内

容的に従来から使用されている分配的公正の尺度項

目とほほ同じことから，本研究では分配的公正の尺

度項目として用いることと した。これらの項目は，

「全くそう思わない (l点)Jから 「非常にそう思う
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(5点)Jまでの 5段階で評定された。 (2)手続き的公

正に闘する項目白本研究で用いられた手続き的公正

評価のための項目は， Niehoff & Moorman (1993) 

によって作成された項目を基に田中 -林 ・大渋IJ

(1998)が作成した 7項目からなる尺度から選ばれ

た6項目である。これらの項目は， 1全くそう思わ

ない(1点)Jから「非常にそう思う (5点)Jまでの

5段階で評定された。 (3)対人的公正に関する項目 ・

本研究で用いられた対人的公正評価のための項目

は， N iehoff & Moorman (1993)によ って作成され

た項目を基に田中他(1998)によって作成された 7

項目である。これらの項目は，1全くそう思わない

(1点)Jから「非常にそう思う (5点)Jまでの 5段

階で評定された。

組織コミットメン卜 本研究では Meyer& Allen 

(1997)や高木(1997)を基に田中他(1998)によって

作成された「情緒的コミットメン卜J1功利的コミッ

トメン卜J1存続的コミ y トメント」の 3つの下位

尺度からなる測定尺度が用い られた(各尺度は4項

目で構成される)。これらの項目は， 1全くそう思わ

ない (1点)Jから「非常にそう思う (5点)Jまでの

5段階で評定された。

職務満足感に関する項目 本研究で用いられた職務

満足感尺度は，安達(1998)による尺度の一部を用

いた。安達(1998)による尺度は， 1職場潔境J1職務

内容J1給与」の 3つの下位尺度からなっているが，

本研究ではこれらのうちの「職務内容J(1私は今の

仕事に興味をもっている」といった 7項目)を用い

た。これらの項目は， 1全くそう思わない(l点)Jか

ら「非常にそう思う (5点)Jまでの 5段階で評定さ

れfこ。

士
ロ
ψ
em-

果

尺度の信頼性の検討

組織機能阻害行動 4つの下位尺度からなる組織機

能回害行動の測定尺度の信頼性を検討するために，

α係数を算出 した。その結果，業務への深刻な回害

行動:.889，怠業:.786，言語的嫌がらせ:.747，言

語的暴力 .791となり，高い内的一貫性が示され

た。各尺度の平均値 (J1.1)と標準偏差 (SD)について

は，業務への深刻な阻害行動:M= 17.12， SD= 

7.96，怠業:M= 10.21， SD=4.54，言語的嫌がらせ:

M=  11.24， SD=4.47，言語的暴力:M=9.78， SD= 

表1 パーソナリティ要因に関する尺度の基本統

計量

α係数平均値
最小

SD 最大値

ネカティビスム 709 17.38 4.21 8-30 

恨み 791 31.46 6.41 8-48 
セルフ ・モニタリンク

他者行動への感受性 .860 26.48 5.06 12-42 

白己呈示変存能力 787 22.95 3.87 11-35 

3.91， となった。

パーソナリティ要因に関する尺度 ネガティビスム

尺度，恨み尺度，セルフ・モニタリング尺度のL寸ぶ

れの下位尺度ともに α係数は高い値を示した(表

1)。したがって，これらの下位尺度を構成する項目

の整合性は高いと判断される。

職務ス卜レッサー尺度 職務ス卜レッサー尺度を構

成する 4つの下位尺度の信頼性を検討するために，

各尺度についてα係数を算出した。その結果，過度

の圧迫感ではα=.632，役割lの不明瞭ではα=.658，

能力の欠如感ではα=.739，過度の負担感ではα=

.632となり，能力の欠如感以外はいずれも低い値を

示 した。これらの結果から，これらの下位尺度の信

頼性は必ずしも高くないとみなさざるをえなかっ

fこ。

そこで，改めて職務ス卜レッサー尺度を構成する

項目を因子分析した。その結果，表 2に示されるよ

うな 4因子構造が得られた。因子負荷量が高い値を

示した項目の内容から，各因子は以下のように解釈

できるだろう。第 l因子は， 1現在担当 している業

務に興味がもてない。J1今の仕事は退屈である。」

「今の仕事には，はっきりした目標や目的がない。」

等の項目に高い負荷量の値が示された。これらの項

目内容から， この因子は「職務意欲の|坦害」と言い

表すことができる。

第2因子は， 1数多くの仕事をこなさなければな

らない。J1私の仕事は一人で行うには多すぎる。」

「ノルマや納期に追われる業務を担当 している。」等

の項目に高い負荷量の値が示された。これらの項目

内容から， この因子は「職務の負担感」と言い表す

ことができる。

第3因子は， 1部下の仕事について責任がある。」

「部下たちの成長に関 して責任がある。J1部下(や同

僚)の相談にのらなければならない。」等の項目に高
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表2 J般務ス トレyサー尺伎の因 f分析(ゲァリ 7'1クス|亘|転後)

( 17 ) 

項目内符

現杭担当している業務に興味がもてない。

今の仕事は退屈である。

今の仕事には，はっきり した日傑や目的がない。

仕事の成果が高く評価されない。

職務内等についての説明が不明瞭である。

在、の部署の決定事項に，ほとんど影響力がなし、。

l倣I易で自分に{司がl切J噂されているかわからなし、。
後数の上司の指示に，食い違いが多い。

仕事を続ける上で邪艇が多L、。

自分の仕事は，社会的に尊敬されていない。

重嬰でない仕事を担当している。

数多くの仕事をこなさなければならなL、。

私の仕事は 人で行うには多すぎる。

ノルマや納均lに追われる業務を担当している。
今の仕事はとても難しくて復雑だ。

仕事でよい結果を出すよう非'品にJUJ伺されている。
どこにいてもf:t事のことが政から向If.れない。
部下の仕事について責任がある。

部下たちの成長に関して責任がある。

部下(や同僚)の相談にのらなければならない。

上司 ・部下それぞれの要求にはさまれている。

l磁場でのH寺間を自分で適切に配分できない。

私の仕事のやり方は，不適切である。

自分の責任範囲がどこまでかわからなL、。

自分の椛限がどれほどなのかわからなL、。

因子寄与率 (%)

第 l因f 第 2因 f

747 一.037
722 一.249
708 -.122 

618 .283 
.517 .206 
.503 -.075 

.493 -.129 

.472 .301 
471 .460 
458 -.103 
439 -.302 
087 .704 

044 .695 
059 .555 
175 .553 

226 .485 
-.221 .429 
108 .261 
192 .099 
095 .038 
115 .213 
001 .176 
077 -.097 
274 .101 
303 .160 

18.83 14.76 

第 3因 f

-.095 

092 
-.192 

-.052 

一.052

一.364
-.112 

002 

.133 

044 
-.080 

163 

134 

162 
-.107 

。319

192 

843 

768 

.735 

.711 

030 
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-.166 

6.75 
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a:因f負荷量がいずれの因子においても 400に満たなかった項目は省|略された。

L、負荷量の値が示された。これらの項目内容から，

この因子は「部下への責任」と言い表すことができ

る。

第4因子は， I職場での時間を自分で適切に配分

できない。JI私の仕事のやり方は，不適切である。」

「自分の責任範囲がどこまでかわからない。」等の項

目に高い負荷量の値が示された。これらの項目内容

から，この因子は「職務の不明瞭性」と言い表すこ

とができる。

これら 4つの因子を構成する項目のうち，因子負

荷量が .400以上の項目だけを取り上げてα係数を

算出したところ，職務意欲の阻害'α=.814，職務の

負担感.α=.709，部下への責任:α=.817，職務の

不明瞭性・α=.671となった。ただ¥ 鳥津他 (1997)

の研究でも示されているように，職務ストレ ッサ

尺度の信頼性係数は多くの研究で全般的に低い値を

示す傾向にあるので，本研究でのα係数の値はさほ

ど低いとはいえなし、。また，過去の組織ストレ y

サ一研究では，ス トレ ッサーの下位尺度聞にかなり

高い相関係数が見出されることが多いので， 本研究

ではとりあえず 4つの因子の因子得点を下位尺度

得点、として用いることとした6)。

組織における公正に関する項目 組織における公正

に関する尺度は，分配的公正，手続き的公正，そし

て対人的公正に区分される。これらの尺度は相互に

高い相関関係が予想されたので，尺度を構成する項

目の合計得点を指標として用いることはせず，組織

における公正に関する項目すべてを因子分析して，

それら因子の因子得点、を指標として用いることとし

た。因子分析の結果，明確な 3因子構造が得 られ，

因子負荷量の値から判断 して，第 l因子は対人的公

正，第 2因子は手続き的公正，第 3因子は分自己的公

6)重回帰分析を行うl燦に独立変数IMIで高い相闘がある
と， r多重共似性」の問題が生じ，分析結果の解釈
が困難になるため。
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表3 組織における公正に関する項目についての因 f分析(ヴァ リマ yクス回iliz;後)

項目内符 第 11玉I( 第 21玉|了一 :1f43因 f

部下に納得できるように説明しようと努める。 794 .128 .147 

部下に対して誠実な対応を心がけている。 764 128 .195 

わたしをむ員の一人として尊重してくれる。 747 。099 195 

わたしのことを親身になって考えてくれる。 744 .252 143 

部下の従業員と しての権利に関心がないようだ。 -.716 -.151 -.015 

部下の個々の事情を経んずる傾向がある。 一.671 -.147 -.022 

自分にとって都合のよ い決定をする傾向がある。 -.444 一.150 。153

関係者すべての意見や要望を|片|く 。 165 .847 102 

意見を述べる機会を 卜分に設けている。 228 817 .163 

説明 ・情報を要求することが辺、め られている。 。168 786 .103 

百二li'(r(で完全な情報に;ljKついてなされている。 187 716 .189 

動向を，すべての従業員に知lらせてくれる。 238 .603 一.067
一部の部与野や人々に侃って行われている。 -.010 一.499 216 

位、の仕事の成果と給与は釣り合L、がとれている。 .156 143 872 

私の給与は，私の年齢や地位にふさわしい。 .083 156 .860 

在、の給与は，私が会社にする貢献に見合っている。 .138 206 .852 

私の給与は，同僚と比べて公平である。 237 046 449 

因子寄与率(%) 34.83 12.11 11.23 

表 4 Hl織コミ y トメント尺l支の因了分析(ヴァリ 7 ，:;クスIfi.liliえ後)

項目内符

やりがL、のある仕事に恵まれているので，働き続けたい。

仕事を通して自分が成長できるので， 11肋き続けたい。

他によい職場が見つからないので，今の会社で働いている。

昇進の見込みが高いので，働き続けたいと思っている。

会社に尽くそうと いう 気持ちが人一倍強いと思う。

会μ(組織)の評判や業績が臼分のことのように気になる。
どんな仕事でもどんな勤務地でもがんばる。

会社の理念や価値観は，自分にと っても大切なことである。

今までの苦労や努力が無駄になるから，働いている。

他へ移りたくても今すぐできないから，働き続けるつもり。

今の会社は社会的な評価liが高いので， {!fi)Jき続けたし、。
今の会社(組織)を離れたら，どうなるか不安である。

因子寄与率(%)

正を表 しているとみなされる(表 3)。したがって，

本研究では第 l因子の因子得点を対人的公正の指

標，第2因子の因子得点を手続き的公正の指標，そ

して第 3因子の因子得点を分配的公正の指襟とし

て用いることとした。

組織コミッ トメン トに関する項目 組織コミ y トメ

ント尺度を構成する 3つの下位尺度 (1情緒的コ

ミy トメントJ1功利的コミ y トメン卜J1存続的コ

ミットメン 卜 J) について，尺度としての信~U:i性を検

討サるために，それぞれの下位尺度についてα係数

を算出した。その結果，↑背緒的コミ y トメン 卜では

α=.707，功利的コミットメン卜ではα=.781と

第 l医I( 第 2因子 第 31玉I(

787 .205 .130 

782 .247 .137 
-.734 一.010 .269 

521 .263 365 
130 823 .083 

187 741 .184 

101 562 一.005
.454 558 .234 

160 009 761 
-.418 -.182 623 

.495 .239 517 

060 323 489 

34.34 13.52 8.80 

なったが，存続的コミットメントでは α=.412と

なった。 これ らの結果から，存続的コミットメン卜

だけは尺度としての信頼性が高くないことを示して

いる。

そこで，改めて組織コミ y トメントに関する全項

目を因子分析した結果，表 4に示されるような 3因

子構造が得られた。最初に用いられた尺度の項目内

容とやや異なるものの，因子負荷量の値から判断す

ると，第 l因子は功利的コミ y トメント ，第 2因子

は情緒的コミッ|、メント，第 3因子は存続的コミッ

トメン卜と解釈できる。 したがって，本liJf究では第

1因子の因子得点を功利的コミットメン卜の指標，
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第2因子の因子得点を情緒的コミ y トメント の指

標，そして第 3因子の因子得点を存続的コミソトメ

ントの指標として用いることとした。

職務満足感に関する項目 職務満足感に関するiJliI定

尺度の信頼性を検討するために， この尺度を構成す

る7項目についてα係数を算出した。その結果，

α=.830とな り，高い値を示したので， この尺度を

構成する項目の整合性は高いと判断される。尺度の

平均値は 18.85，標準偏差は 4.28となった。

組織機能阻害行動を規定する要因の分析

組織機能悶害行動にはどのような要因が影響を及

ほし，さらにもっとも影響力の強い要因は何なので

あろうか。

そのために，組織機能阻害行動尺度を構成する 4

つの下位尺度を従属変数とし，独立変数を性日11(ダ

ミ一変数)やl倣肢とい った人口統計的要因， バーソ

ナリティ要因，職務ス卜レッサー，職務満足感と組

織コミ y トメン卜，組織における公正とする階層的

重回帰分析を行った。こ こでの階層的重回帰分析で

は， 5つのステップまで分析が行今われた。すなわち，

第 lステップでは独立変数は人口統計的要因のみ

で構成され，第 2ステップでは性格要因が独立変数

として取り込まれ，第 3ステップではさらにl職務ス

トレ yサーが組み入れられ，第 4ステップではl倣務

満足感と組織コミ y トメントが，そして第 5ステッ

プでは組織における公正が独立変数として取り込ま

れた。分析では， それぞれの次元における説明力が

決定係数の変化量 (LfR2)として示される。階層的重

回帰分析は組織機能阻害行動の 4つの下位尺度こ

とに行われた。

表 5 組織機能1m害行動を従属変数と昔る階層重回帰分析 (β係数)

独立変数¥ 業務への深哀l同阻害行動 怠業 言3LT的以Itがらせ 言347的暴力

{人口統計的要因》

tll日11 。045 .113 048 063 

作曲iti 。017 一.194** -.056 -.022 

学1ft 。080 036 -.060 079 

勤務年数 。044 .154** 137 .169* 

Ifl11'階 .195** .279** 102 .148* 

LfR2 .037* .048** 017 .065** 
《ノ守一ソナリティ要因》

他者行動への感受性 -.039 007 -.055 .070 

自己呈示変容能力 .080 -.026 060 036 
不ガティヒスム .216** 084 069 ー072
恨み .046 一。101 .163* .035 

L1R2 .070*本 026 .069** 031 
(lfl11'務ストレ yサー》

職務意欲の阻害 022 .225** 017 。041

負担感 013 015 .034 .121* 

部下への責任 064 -.073 .025 .158* 

職務の不11)'11服性 158* 168* 127* 053 

LfR2 025 017 。017 .036* 

{組織への肯定的な態度》

lli11'務満足感 -.075 .311*キ 012 。011

功利的コミ y トメン卜 066 .118 082 -.043 
情緒的コミ y トメント -.080 .145* -.077 -.038 
存続的コミ y トメン卜 057 一.062 066 -.054 

L1R2 012 .045** 012 。016
{組織における公正}

分配的公正 062 .115 -.098 一.058
手続き的公正 一092 .141ネ .180** .160本

対人的公正 -.023 .177** -.090 一ー068
L1R2 007 .057** .028* .020 

R2 153** 。194** .142キキ 168** 

*.ρ<.05， **; p<.Ol 
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業務への深刻な阻害行動 業務への深刻な阻害行動

に対して，人口統計的要因を独立変数とする第 lス

テップと，パーソチリティ要因を加えた第2ステ y

プにおける決定係数の変化量 (L1R2)が統計的に有

意とな った(表 5)。分析結果から，業務への深刻な

阻害行動は，人口統計的要因とパ ソナリティ要因

によって規定されていたといえる。

標準回帰係数 (β 係数)の値では，人口統計的要

因のl餓階が正の有意な値を示した。この結果は，I倣

階が高くなるに従って業務への深刻な阻害行動が多

くなることを示している。バーソナリティ要因で

は，ネガティビズムのβ係数が正の有意な値を示し

た。このことは，世の中に対して斜に構え自分に対

する支配に反抗的な態度をとりやすい回答者は，業

務への深刻な阻害行動を行いやすいことを示してい

る。

怠業 怠業に対して，人口統計的要因を独立変数と

する第 lステ yプ，職務満足感と組織コミットメン

卜要因を加えた第4ステ yプ，さらに組織における

公正を加えた第 5ステップにおける決定係数の変

化量(L1R2)が統計的に有意となった(表 5)。分析結

果から，怠業は人口統計的要因，職務ストレッサー

要因，職務満足感と組織コミットメン卜要因，およ

び組織における公正によって規定されていたといえ

る。

。係数の値については， 人口統計的要因の年齢か

負の有意な値，勤務年数と職11皆が正の有意な値を示

した。このことは，年齢が若くなるほど，そして職

階が高くなるほと怠業が多くなることを示してい

る。職務満足感 ・組織コミットメン 卜では，職務満

足感が有意な正の値を示した。このことは，自分の

仕事に満足している回答者ほと，怠業を行いやすい

ことを示している。また，情緒的コミットメン卜が

有意な負の値を示した。このことは，情緒的コミ y

トメン卜が低い回答者ほと，怠業を行L、やすいこと

を示している。組織における公正では，手続き的公

正，および対人的公正のβ係数ともに有意な値を示

した。このことは，組織や職場での手続きが公正で

ないと感じている回答者ほど，怠業を行いやすかっ

たことを示している。さらに，上司の自分に対する

対応が公正だと思っている回答者ほど，怠業しやす

かったことを示している。

言語的嫌がらせ 言語的嫌がらせに対して，ノマーソ

ナリティ要因を独立変数と1る第 2ステップ，組織

における公正を加えた第 5ステ y プにおける決定

係数の変化量 (L1R2)が統計的に有意とな った(表

5)。分析結果から，言語的嫌がらせは，パーソナリ

ティ要因と組織における公正によって規定されてい

たといえる。

β係数の値については， パーソナリティ要因で恨

みが正の値を示した。このことは，世の中全般に対

して強い恨みの感情をもっている回答者ほど，言語

的嫌がらせを行いやすかったことを示している。

組織における公正では，手続き的公正の8係数が

負の値を示した。このことは，組織や職場での手続

きが公正でないと感じている回答者ほど，言語的嫌

がらせを行いやすかったことを示している。

言語的暴力 言語的暴力に対して，人口統計的要因

を独立変数とする第 lステップと，職務ストレソ

サー要因を加えた第3ステップにおける決定係数

の変化量 (L1R2)が統計的に有意となった(表 5)。分

析結果から，言語的暴力は，人口統計的要因と職務

ストレッサー要因によって規定されていたといえ

る。

β係数の値については， 人口統計的要因の勤務年

数と職階が有意な正の値を示した。このことは，回

答者の勤務年数が長いほど，そして職階が高いほど

言語的暴力を行いやすいことを示している。 l職務ス

トレ yサー要因では， 職務意欲の阻害と負担感の。

係数が正の値を示した。このことは，自分の仕事へ

の意欲を阻害する要因が多いと感じている回答者，

自分のなすべき仕事が多すぎると感じている回答者

ほど，言語的暴力を行いやすかったといえる。

考察

本研究では，組織機能阻害行動の規定要因が組織

における公正，個人的要因，職務ストレッサー，組

織への肯定的な態度の欠如の 4区分で検討された。

組織機能阻害行動に関する 4つの下位尺度に対

して統計的に有意な説明力をもっ要因を見ていく

と，4つの |ご位尺度を規定する要因はそれぞれ異

なっており， 一貫 して有意な効果を示す規定要因を

見出すことはできなかった。これらの規定要因を同

じように考察することはできないので，以下では下

位尺度別に規定要因を考察する。
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業務への深刻な阻害行動の規定要因

階層的重回帰分析の結果，個人属性，すなわち回

答者のl倣階とパーソナリティ 要因(ネガティビス

ム)が有意な規定要因であった。パーソナリティ要

因では，自分に対する支配に反抗的な態度をとりや

すい回答者ほと，業務への深刻な回答行動を行いや

すいことが見出された。

業務への深刻な阻害行動の尺度得点は 11項目か

ら桃成されている割に平均値が低く (M=17.1)，回

1:1:1・外島 (2005)における項目反応理論による分析

結果では，尺度を構成する項目がいずれも高い困難

度を示していた。これからも分かるように，職場で

はあまり頻度の多くない行動から構成されていると

みなされる。こう した行動は，い ったん職場や組織

で生じると厄介なことになるものの，希にしか起こ

らない行動なので，組織の仕組みゃ職場環境よ りも

行為者自身の性格的な問題に起因している場合が多

いのであろう。こうした問題を引き起すいわゆる

「問題社員」は，上司を閤らせる部下に多いという見

方がある(例，松尾， 2003;吉田，2003)。しかしな

がら，本liJI究で示された職階が高くなるにつれて業

務への深刻な阻害行動が多くなるという結果は，そ

うした見方とは逆であった。このことは，業務への

深刻な阻害行動を起こす 「問題社員」を出さないた

めの経営 ・運営上の対策が!被階の低い社員への教育

だけでは卜分ではないことを示している。すなわ

ち，管理者教育によって管浬者側が様を正し模範的

職務行動を身をもって示すこともまた重要である。

怠業の規定要因

業務への深刻な阻害行動と比較して，怠業を規定

する要因は多様でかつ複雑であった。すなわち， ，怠

業は， 11m人!震性，職務満足感 ・組織コミ y トメン卜，

さらに組織における公正によって規定されていた。

まず，個人属性に関しては，年齢が低くなる(若く

なる)にしたがって，勤務年数が上がるにつれて，

さらにl倣階が上がるほど怠業が多くなった。これら

の結果から [般|惜がやや高く勤務年数も長いわりに

年齢が低い回答者が怠業を行いやすかったと解釈で

きる。次に，自分が所属している組織に感情的な思

い入れがない (情緒的コミットメン 卜が低L、)回答

者ほと，怠、業を行いやすかった。組織コミ y トメ ン

卜は，4つの下位尺度のうち怠業に対してのみ釘意

な説明力を示した。しかしながら，職務満足感に関

しては，仕事に満足を感じている回答者ほと怠業を

行L、やすいという従来の砂|究結果とは逆の結果が示

された。組織における公正に関しては，組織やlfitt場

での手続きが公正でないと感じている回答者ほと怠

業を行いやすかった。これは先行研究の結果と整合

していた。ところが，対人的公正は怠業に対して正

の効果を示した。これは，管理者による対処が公正

であると感じている回答者ほと怠業を行いやすいこ

とを意味し，先行liJI究の結果とは逆であった。

職務満足感とたI人的公正が怠業に対して先行研究

とは逆の効果を示した原因として考えられること

は，怠業が(機能阻害行動としては)職場でかなり

の頻度で見受けられる行動から構成されており，こ

うした行動がある意味で多くの従業員によ って 「共

有」され，比;1安的あたりまえに行われていたことが

考えられる。その恨拠として，業務への深刻な凹害

行動とは対照的に，怠業の尺度得点はわずか 4項目

から構成されている割には平均値が高く (M=

10.21)，田中 ・外島 (2005)の研究でも項目反応理論

による分析結果では尺l支を構成する項目の困難度ノマ

ラメータは一番低かったことがあげられる。もう一

つの説明として，仕事にも満足 し対人的な配慮も受

けている従業員が 「慢心」した結果 I磁務行動をい

い加減に行うようにな っているとも推測される。 し

かしながら，これらの説明は推測の域を出ておら

ず，さらなる検討が求められるであろう。

さらに I織務ス卜レ yサーの決定係数が統計的に

有意とならなかったものの，I織務意欲の阻害のβ係

数が正の有意な値を示した。このことは，自分の仕

事への意欲を|坦害する要因が多いと感じている回答

者ほと，怠業を行いやすかったといえる。この結果

は， I職務意欲を阻害させる「つまらない仕事」を割

り当てられ，仕事がつまらないからなす一べき仕事を

しないで適当に lI~f聞をつぶしている従業員の姿を伺

わせる。

言語的嫌がらせの規定要因

階層的重回帰分析で有意となった要因は，恨み

(ノfーソナリ ティ要因)と組織における公正のうち

の手続き的公正であ った。すなわち，世の中全般に

対して強い恨みの感情をも っている回答者ほと， 言

語的嫌がらせを行いやすかった。さらに，組織や職

場での手続きが公正でないと感じている回答者も，
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言語的嫌がらせを行いやすかった。

言語的嫌がらせの得点は(怠業ほどではないが)

5項目から構成されている割に平均値が高く (M=

11.24)，田中 ・外島(2005)における項目反応理論に

よる分析結果でも尺度を構成する項目の困難度パラ

メータが(怠業に次いで)低かった。このことは，

言語的嫌がらせも(機能阻害行動としては)職場で

比較的よく見受けられる行動から構成されていると

みなされる。 Skarlickiet al. (1999)や田中 (2001)

においても，職場での対人的な逸脱行為は組織にお

ける手続き的公正とネガティブな感情になりやすい

ノfーソナ リティによって規定されており，本研究で

もこの結果が追認された。それでは，従業員の気分

をネガティブに しないために，そしてできるだけポ

シティブにするにはどうすればよいであろうか。そ

のためには，従業員の業務に対して不適切な(非建

設的な)ネガティブ ・フィー ドパ yクを行うことは

彼らの気分をひどく害することとなる (Baron，

1988)ので避けるべきだし，従業員の成功を褒める

ことなく失敗をこと さら径める組織風土が見られれ

ば改める必要がある。

言語的暴力の規定要因

階層的重回帰分析の結果，有意となったのは勤務

年数とl俄階 (人口統計的要因)と職務ス 卜レ ッサー

要因であった。勤務年数が長くなったり職階が高く

なるに従って，回答者の言語的暴力の頻度が多くな

ることが示された。職階が高いか勤務年数が長い回

答者に言語的暴力が多かったという結果は，上司や

職場の「古参」が自分の権限と勢力にものをいわせ

て部下や若手社員に対する過酷な仕打ちを行う，い

わゆる「パワ ー・ハラスメントJ(岡田，2005)の実

態を(皮肉にも)裏づけることとなった。また，自

分の仕事への意欲を阻害する要因が多いと感じた

り，自分のなすべき仕事が多すぎると感じている回

答者ほど， 言語的暴力を行いやすかった。 この結果

は， rパワー・ハ ラスメント」の行為者のあり方を批
判するばかりでは不 卜分であり，職場でのストレス

の原因を多く しない組織の管理 ・運営上の方11自がな

される ことも， 言語的暴力への対策として必要であ

ることを示 している。
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